
お 詫 び

『新・初めての社会保障論〔第 3版〕』第 2刷におきまして、修正が不充
分な箇所がございました。謹んでお詫び申し上げますとともに、以下の
とおり訂正いたします。� 法律文化社

第 1章13頁　国民負担率 の段落内文章の下線部分を2022年の数値に改め
て下さい。　

出所：2023年 2 月財務省発表資料より抜粋

　国民負担率 
国民負担率とは，租税と社会保障の負担が国民所得に占める

割合である。2021年度の国民負担率は，44 .3％の見通しであ

る。その内訳は，租税が25 .4％，社会保障負担が18 .9％である。日本の国民負

担率は，アメリカよりは少し高く，ヨーロッパ諸国よりは低い。

図表１―３　国民負担率・租税・社会保障負担

負担など　
　年度

国民負担率
（％）

租　税
（％）

社会保障負担
（％）

2020年度 47 .9 28 .2 19 . 8

2021年度 48 .1 28 .9 19 . 3

2022年度（実績見込み） 47 .5 28 .6 18 . 8

　社会保障給付費 
社会保障から支払われる社会保障給付費（現金給付と現

物給付）は，年々増加している。2018年度は，社会保障

給付費のうち高齢者関係給付費が全体の66 .5％を占めている。2020年度には，

社会保障給付費の部門別では，年金が45 .5％，医療が32 .0％，その他（社会福
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注：医療単価の伸び率を仮定し，2025年度以降は給付費
も 2通り示している。

図表１―２　2040年を見据えた社会保障の将来見通し

出所：内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」2018年５月21日より抽出。
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